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専修大学大学院関係諸規程  

 

専修大学大学院学則  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和 27 年４月１日 　　　　　　　　　　　　　   （　　　　 ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　  定　 
 
目次 
　第 1 章　総則（第 1 条―第 4 条） 
　第 2 章　研究科の組織及び目的（第 5 条・第 5 条の 2） 
　第 3 章　教育課程（第 5 条の 3－第 6 条の 11） 
　第 4 章　課程修了の認定（第 7 条－第 10 条の 2） 
　第 5 章　学位授与（第 11 条・第 12 条） 
　第 6 章　教職課程（第 13 条） 
　第 7 章　学年・学期及び休日（第 14 条－第 16 条） 
　第 8 章　入学・転学・留学・休学・退学及び除籍等（第 17 条－第 30 条） 
　第 9 章　入学検定料及び入学金・授業料等（第 31 条－第 35 条） 
　第 10 章　奨学生（第 36 条） 
　第 11 章　教員組織（第 37 条・第 37 条の 2） 
　第 12 章　運営組織（第 38 条－第 45 条） 
　第 13 章　収容定員（第 46 条） 
　第 14 章　研究指導及び施設（第 47 条） 
　第 15 章　科目等履修生・聴講生・特別聴講生・委託生・外国人留学生及び研究生（第 
　　　　　　48 条－第 52 条の 2） 
　第 16 章　厚生施設（第 53 条） 
　第 17 章　賞罰（第 54 条・第 55 条） 
　第 18 章　改正（第 56 条） 
　附則 
　　　第１章　　総則 
第１条　本大学院は、本大学の目的及び使命に基づき、学問の自由を尊重し、学術の理論 
　及び応用を教授研究し、その精深を究めて、人類文化の発展に寄与することを目的とす 
　る。 
第１条の２　本大学院は、その教育研究水準の向上を図り、前条の目的及び社会的使命を 
　達成するため、教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公 
　表するものとする。 
２　前項の点検および評価に関する事項は別に定める。 
３　本大学院は、第１項の点検及び評価の結果について、本大学以外の者による検証を求 
　めることができる。 
第２条　本大学院の課程は、博士課程とする。 
２　博士課程の標準修業年限は、５年とする。 
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３　博士課程は、これを前期２年及び後期３年の課程に区分し、前期２年の課程を「修士 
　課程」として取扱う。 
４　この学則において、前項の前期２年の課程を「修士課程」といい、後期３年の課程を 
　「博士後期課程」という。 
第３条　修士課程は、広い視野に立つて精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又 
　は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。 
２　修士課程の標準修業年限は、２年とする。ただし、教育研究上の必要があると認めら 
　れる場合には、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限は、２ 
　年を超えるものとすることができる。 
３　前項の規定にかかわらず、修士課程においては、主として実務の経験を有する者に対 
　して教育を行う場合であつて、教育研究上の必要があり、かつ、昼間と併せて夜間その 
　他特定の時間又は時期において授業又は研究指導（第５条の３の研究指導のうち当該修 
　士課程に関するものをいう。）を行う等の適切な方法により教育上支障を生じないとき 
　は研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、標準修業年限を１年以上２年未満の期 
　間とすることができる。 
４　博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他 
　の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学 
　識を養うことを目的とする。 
第４条　本大学院における最長在学年限は、修士課程にあつては４年、博士後期課程にあ 
　つては６年とする。ただし、修士課程の標準修業年限が１年以上２年未満の場合は、２ 
　年とし、４年の場合は、６年とする。 
　　　第２章　研究科の組織及び目的 
第５条　本大学院におく研究科及び専攻は、次のとおりとする。 
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研 究 科 修 士 課 程 博 士 後 期 課 程 

経 済 学 研 究 科 経 済 学 専 攻 経 済 学 専 攻 

法 学 研 究 科 法 学 専 攻 
民 事 法 学 専 攻 

公 法 学 専 攻 

 
文 学 研 究 科 

日本語日本文学専攻 日本語日本文学専攻 

英 語英米文学専攻 英 語英米文学専攻 

哲 学 専 攻 哲 学 専 攻 

歴 史 学 専 攻 歴 史 学 専 攻 

地 理 学 専 攻 地 理 学 専 攻 

社 会 学 専 攻 社 会 学 専 攻 

心 理 学 専 攻 心 理 学 専 攻 

経 営 学 研 究 科 経 営 学 専 攻 経 営 学 専 攻 

商 学 研 究 科 
商 学 専 攻 商 学 専 攻 

会 計 学 専 攻 会 計 学 専 攻 



第５条の２　本大学院に置く研究科ごとの人材の養成に関する目的その他の教育研究上の 
　目的は、次のとおりとする。 
　⑴　経済学研究科は、経済学の分野で、高度の専門的知識及び能力を有する高度の専門 
　　職業人、多様に発展する社会の様々な分野で活躍する高度で知的素養のある人材並び 
　　に創造性豊かで確かな教育能力を有する大学教員その他の研究者を養成することを目 
　　的とする。 
　⑵　法学研究科修士課程は、法的創造性豊かな研究者等並びに研究能力及び教育能力を 
　　兼ね備えた大学教員、卓越した法的専門知識及び能力を有する高度の専門職業人並び 
　　に知識基盤社会を多様に支える法的考え方に習熟した知的人材を養成することを目的 
　　とし、博士後期課程は、修士課程及び法科大学院等専門職大学院における教育を基盤 
　　として、高度の専門知識及び能力を備え、国際社会における貢献に資するとともに、 
　　国際競争力を有する研究教育に優れた大学教員、研究者等を養成することを目的とす 
　　る。 
　⑶　文学研究科は、創造性豊かな研究能力及び開発能力を有するとともに、多様な分野 
　　の研究機関及び教育機関の中核を担う研究者、優れた研究能力及び教育能力を兼ね備 
　　えた大学教員、高度の専門知識及び能力を身に付けた専門職業人並びに知識基盤社会 
　　を多様に支える知的で深い教養のある人材を養成することを目的とする。 
　⑷　経営学研究科は、経営学及び情報管理の分野において、創造性豊かな研究能力を有 
　　する研究者等、確かな教育能力を兼ね備える大学教員並びにこれらの分野に関する卓 
　　越した専門知識及び能力を有する高度の専門職業人を養成することを目的とする。 
　⑸　商学研究科は、商学及び会計学に関する基礎理論及び幅広い教養の基礎の上に、高 
　　度の専門的知識及び能力を有する高度の専門職業人、知識基盤社会を支える人材並び 
　　に研究能力及び教育能力を有する大学教員を養成することを目的とする。 
　　　第３章　教育課程 
第５条の３　本大学院は、本大学院、研究科及び専攻の教育上の目的を達成するために必 
　要な授業科目を自ら開設するとともに学位論文及び特定の課題についての研究の成果の 
　作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し、体系的に教育課程 
　を編成するものとする。 
２　教育課程の編成に当たつては、本大学院は、専攻分野に関する高度の専門的知識及び 
　能力を修得させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう 
　適切に配慮するものとする。 
第６条　本大学院の教育は、授業科目の授業及び研究指導によつて行うものとする。 
２　授業科目の授業は、講義、演習、実験、実習又はこれらの併用によつて行うものとす 
　る。 
３　各研究科における授業科目及び履修方法等は、別表第Ⅰに掲げる通りとする。 
第６条の２　本大学院は、教育上有益と認めるときは、次に掲げる単位を、それぞれ 15 単 
　位を超えない範囲で本大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすこと 
　ができる。 
　⑴　学生が本大学院と協定を締結した他の大学院（外国にあってはこれに相当する高等 
　　教育研究機関を含む。）の授業科目又は学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 105 条 
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　　の規定による特別の課程を履修し、修得した単位 
　⑵　学生が本大学院に入学する前に本大学院又は他大学の大学院（外国の大学の大学院 
　　を含む。以下同じ。）において修得した単位（科目等履修生及び特別の課程履修生と 
　　して修得した単位を含む。以下同じ。） 
２　前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、合わせて 20 単位を 
　超えないものとする。 
第６条の３　本大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が他の研究科又は学部の授業 
　科目を履修し、修得した単位を、課程修了に必要な単位として認定することができる。 
第６条の４　削除 
第６条の５　本大学院の課程においては、教育上特別の必要があると認める場合には、夜 
　間その他特定の時間又は時期において研究指導を行う等の適当な方法により教育を行う 
　ことができる。 
第６条の６　授業科目を履修し、その試験又はこれに代わる学識・能力の評価に合格した 
　者には、所定の単位を与える。 
第６条の７　試験は、筆記又は口述によるものとする。ただし、論文の提出その他の方法 
　によることができる。 
２　試験は、原則として履修した授業科目について、学年末又は学期末に行う。ただし、 
　必要があると認めたときは、その他の時期においても行うことができる。 
第６条の８　試験は、履修した授業科目でなければ、受けることができない。 
２　学費を納入しない者は、試験を受けることができない。 
３　休学又は停学の期間中は、試験を受けることができない。 
第６条の９　試験の評価は、点数をもつてこれを表わし 90 点以上をＡ＋、80 点以上をＡ、 
　70点以上をB、60点以上をC、60点未満をFとする。この場合において、60点以上を合格 
　とし、60 点未満は不合格とする。 
第６条の 10　本大学院は、学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容並びに１年間 
　の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 
２　本大学院は、学修の成果、学位論文及び第７条第１項の規定により修士課程の修了要 
　件となる特定の課題についての研究の成果に係る評価並びに修了の認定に当たつては、 
　客観性及び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するととも 
　に、当該基準に従つて適切に行うものとする。 
第６条の 11　本大学院は、授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な 
　研修及び研究に努めるものとする。 
２　前項の目的を達成するため、本大学院にファカルティ・ディベロップメント委員会を 
　置く。 
３　前項のファカルティ・ディベロップメントに関する事項については、別に定める。 
　　　第４章　課程修了の認定 
第７条　修士課程の修了の要件は、修士課程に２年（２年以外の標準修業年限を定める研 
　究科、専攻又は学生の履修上の区分にあつては、当該標準修業年限）以上在学し、30 単 
　位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士課程の目的に応じ、修士 
　論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試験に合格することとする。ただ 
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　し、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、１年以上在学すれば足り 
　るものとする。 
２　前項の認定には、その研究に必要な１か国語以上の外国語によく通ずることを条件と 
　する。 
３　第１項に規定する特定の課題についての研究の成果の内容及びその審査に関しては、 
　研究科委員会が別に定める。 
第７条の２　本大学院は、第 6 条の 2 第 1 項第 2 号の単位を本大学院において修得した 
　ものとみなす場合であって、当該単位の修得により本大学院の修士課程の教育課程の一 
　部を履修したと認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して 1 
　年を超えない範囲で本大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。ただ 
　し、この場合においても、本大学院の修士課程に少なくとも 1 年以上在学するものとす 
　る。 
第８条　博士課程の修了の要件は、博士課程に、修士課程における在学期間に３年を加え 
　た期間（修士課程に 2 年以上在学し、当該課程を修了した者にあつては、当該課程にお 
　ける 2 年の在学期間を含む。）以上在学し、30 単位以上を修得し、かつ、必要な研究指 
　導を受けた上、博士論文の審査及び試験に合格することとする。ただし、在学期間に関 
　しては、優れた研究業績を上げた者については、博士課程３年（修士課程に２年以上在 
　学し、当該課程を修了した者にあつては、当該課程における２年の在学期間を含む。） 
　以上在学すれば足りるものとする。 
２　第３条第３項の規定により標準修業年限を１年以上２年未満とした修士課程を修了し 
　た者及び前項のただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修了した者の博士後 
　期課程の修了の要件については、修士課程における在学期間に３年を加えた期間とする。 
３　前項の規定にかかわらず、第 18 条第２号イ、ウ、エ又はオの入学資格により博士後期 
　課程に入学した場合の博士課程の修了の要件は、博士後期課程に３年以上在学し、必要 
　な研究指導を受けた上、当該研究科の行う博士論文の審査及び試験に合格することとす 
　る。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、博士後期課 
　程に１年以上在学すれば足りるものとする。 
４　第１項及び第３項の認定には、その条件として必要な２か国語以上の外国語に通じて 
　いることが要請される。 
第９条　前２条の試験は、学位論文を中心としてこれに関連のある授業科目について行う。 
第10条　修士の学位論文及び第７条第１項の規定により修士課程の修了要件となる特定の 
　課題についての研究の成果の審査及び試験は、２月末日までに行う。 
２　博士の学位論文の審査及び試験は、論文受理後１年以内に行う。 
第 10 条の２　課程修了の時期は、学年末とする。ただし、本大学院の認めた者に対して
は、学期末とすることができる。 
２　前項ただし書に規定する学期末修了に関する取扱いについて必要な事項は、別に定め
る。 
　　　第５章　学位授与 
第11条　本大学院において、各研究科の課程修了の認定を得た者には、次の学位を授与す 
　る。 
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　　経済学研究科 
　　　修士（経済学） 
　　　博士（経済学） 
　　法学研究科 
　　　修士（法学） 
　　　博士（法学） 
　　文学研究科 
　　　修士（文学） 
　　　修士（哲学） 
　　　修士（歴史学） 
　　　修士（地理学） 
　　　修士（社会学） 
　　　修士（心理学） 
　　　博士（文学） 
　　　博士（哲学） 
　　　博士（歴史学） 
　　　博士（地理学） 
　　　博士（社会学） 
　　　博士（心理学） 
　　経営学研究科 
　　　修士（経営学） 
　　　修士（情報管理） 
　　　博士（経営学） 
　　　博士（情報管理） 
　　商学研究科 
　　　修士（商学） 
　　　博士（商学） 
第12条　本大学は、博士課程を経ることなくして博士の学位論文を提出する者に、博士課 
　程における学位授与の方法に準じて学位を授与する。 
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　　　第７章　学年・学期及び休日 
第14条　学年は、４月１日に始り、翌年３月31日に終る。 
第15条　学年を分けて次の２学期とする。 
　前期　４月１日から９月20日まで 
　後期　９月21日から翌年３月31日まで 
第16条　授業を行わない日（以下「休業日」という。）は、次のとおりとする。 
　⑴　日曜日 
　⑵　国民の祝日に関する法律に定める休日 
　⑶　大学記念日　10月30日 
　⑷　夏期休業　７月下旬から９月下旬の間で、学長が別に定める期間 
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研 究 科 専 攻 教 員 の 免 許 状 の 種 類 免許教科 

経済学研究科 経済学専攻 
中学校教諭専修免許状 社 会 

高等学校教諭専修免許状 公 民 

法 学 研 究 科 法 学 専 攻 
中学校教諭専修免許状 社 会 

高等学校教諭専修免許状 公 民 

 
文 学 研 究 科 

日本語日本文学専攻 
中学校教諭専修免許状 国 語 

高等学校教諭専修免許状 国 語 

英語英米文学専攻 
中学校教諭専修免許状 英 語 

高等学校教諭専修免許状 英 語 

哲 学 専 攻 
中学校教諭専修免許状 社 会 

高等学校教諭専修免許状 公 民 

歴史学専攻 
中学校教諭専修免許状 社 会 

高等学校教諭専修免許状 地理歴史 

地理学専攻 
中学校教諭専修免許状 社 会 

高等学校教諭専修免許状 地理歴史 

社会学専攻 
中学校教諭専修免許状 社 会 

高等学校教諭専修免許状 公 民 

心理学専攻 高等学校教諭専修免許状 公 民 

経営学研究科 経営学専攻 
高等学校教諭専修免許状 情 報 

高等学校教諭専修免許状 商 業 

商 学 研 究 科 
商 学 専 攻 高等学校教諭専修免許状 商 業 

会計学専攻 高等学校教諭専修免許状 商 業 

　　　第６章　教職課程 
第13条　各研究科の専攻に応じて、修士課程に中学校教諭並びに高等学校教諭の専修免許 
　状授与の所要資格を得させるための課程をおく。 
２　前項の免許状の種類は、次の通りとする。 



　⑸　冬期休業　12月下旬から翌年１月初旬の間で、学長が別に定める期間 
　⑹　春期休業　２月初旬から３月下旬の間で、学長が別に定める期間 
２　休業日の変更又は臨時の休業日については、その都度公示する。 
３　学長は、必要がある場合は、休業日若しくは休業期間を変更し、又は臨時に休業日を 
　定めることができる。 
　　　第８章　入学・転学・留学・休学・退学及び除籍等 
第17条　入学の時期は、学年の始めとする。 
第18条　本大学院に入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者で、本 
　大学院が行う所定の試験に合格したものとする。 
　⑴　修士課程 
　　ア　大学を卒業した者 
　　イ　学校教育法第 104 条第 4 項の規定により学士の学位を授与された者 
　　ウ　外国において、学校教育における16年の課程を修了した者 
　　エ　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することによ 
　　　り当該外国の学校教育における16年の課程を修了した者 
　　オ　我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 
　　　 16 年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校 
　　　教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定する 
　　　ものの当該課程を修了した者 
　　カ　外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、 
　　　当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに 
　　　準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限 
　　　が 3 年以上である課程を修了することにより、学士の学位に相当する学位を授与さ 
　　　れた者 
　　キ　専修学校の専門課程で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める 
　　　日以後に修了した者 
　　ク　文部科学大臣の指定した者 
　　ケ　学校教育法第 102 条第 2 項の規定により他の大学院に入学した者であって、本大 
　　　学院において、大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 
　　コ　本大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の 
　　　学力があると認めた者で、22歳に達したもの 
　⑵　博士後期課程 
　　ア　修士の学位又は専門職学位を有する者 
　　イ　外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 
　　ウ　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学 
　　　位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 
　　エ　我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制 
　　　度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの 
　　　当該課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 
　　オ　国際連合大学の課程を修了し、学士の学位に相当する学位を授与された者 
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　　カ　文部科学大臣の指定した者 
　　キ　本大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有 
　　　する者と同等以上の学力があると認めた者で、24歳に達したもの 
第19条　入学を志願する者は、所定の試験又はこれに代わる選考（以下「入学の選考」と 
　いう。）を受けなければならない。 
２　入学志願者については、その志望する研究科の専攻分野に入学するために必要な学力 
　の考査を行う。 
３　入学の選考は、研究科委員会が定める方法により、学力・人物の判定に基づいて行う。 
第20条　他の大学院から転学を希望する者があるときは、欠員のある場合に限り、前条に 
　準ずる考査を経て入学を許可することができる。 
第21条　入学を志願する者は、入学願書及びその他の出願書類に入学検定料を添えて、指 
　定期日までに提出しなければならない。 
第22条　入学を許可された者は、指定期日までに所定の入学手続書類を提出し、入学金及 
　び授業料等を納入しなければならない。 
２　入学の手続を終えた者には、学生証（身分証明書）を交付する。 
第23条　本大学院が教育研究上有益と認めるときは、学生は、本大学院が協定を締結した 
　外国の大学の大学院（これに相当する高等教育研究機関を含む。）に留学することがで 
　きる。 
２　前項の規定による留学の期間は、１年を限度として修業年限に含めることができる。 
３　留学の取扱いに関し必要な事項は、別に定める。 
第24条　学生が疾病その他止むを得ない事由によつて長期に亘り欠席しようとするとき 
　は、保証人連署の上、学長に願い出てその許可を得て休学することができる。 
第25条　休学の期間は、当該学年限りとする。ただし、特別の事情がある場合には、引き 
　続き休学を許可することができる。 
２　休学は、通算して２か年を超えることができない。 
第26条　休学した学生は、その事由が止んだときは、保証人連署の上、学長に願い出てそ 
　の許可を受けて復学することができる。 
２　復学の時期は、学年の始めとする。 
第27条　休学期間は、在学年数に算入しない。 
第28条　学生が疾病その他止むを得ない事由によつて退学しようとするときは、保証人連 
　署の上、学長に願い出て許可を受けなければならない。 
第29条　退学した者が再入学を希望するときは、その理由を付して、保証人連署の上、学 
　長に願い出てその許可を受けて再入学することができる。 
２　再入学の時期は、学年の始めとする。 
第30条　次の各号のいずれかに該当する者は、除籍とする。 
　⑴　指定された期限までに当該年度の履修すべき授業科目登録を行わない者、その他本 
　　大学院で修学する意志がないと認められた者 
　⑵　指定された期限までに授業料その他の学費を納入しない者 
　⑶　在学年数を超過した者 
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　　　第９章　入学検定料及び入学金・授業料等 
第31条　入学検定料及び入学金・授業料その他の学費は、別表第Ⅱに掲げる通りとする。 
第32条　入学金・授業料その他の学費は本大学院の定める期間内にそれぞれ納入しなけれ 
　ばならない。 
第33条　休学者の学費は、別に定める。 
第34条　既に納入した授業料その他の学費は、返還しない。ただし、別に定めのある場合 
　は、この限りでない。 
第35条　必要によつて、実験・実習費等を徴収することがある。 
　　　第10章　奨学生 
第36条　本大学院に奨学生をおくことができる。 
２　奨学生に関する規程は、別に定める。 
　　　第11章　教員組織 
第37条　本大学院における授業及び研究指導は、本大学院の教育研究上の目的を達成する 
　ため、教員の適切な役割分担及び連携体制を確保することにより組織的な教育が行われ 
　るよう留意するものとし、本大学専任の教授、准教授及び講師がこれを担当する。ただ 
　し、その他特別の事情がある場合には、客員教員及び兼任講師に担当させることができ 
　る。 
２　本大学院の任期を定めて任用する教員及び客員教員に関する規程は、別に定める。 
第37条の２　本大学院は、期間を定めて任用する任期制助手を置くことができる。 
２　本大学院の期間を定めて任用する任期制助手に関する規程は、別に定める。 
　　　第12章　運営組織 
第38条　本大学院に大学院委員会をおき、各研究科に研究科委員会をおく。 
第39条　大学院委員会は、学長、各研究科長及び各研究科委員１名をもつて構成する。 
第40条　大学院委員会の委員長は、学長とする。 
第41条　大学院委員会は、本大学院の各研究科に関する共通の重要事項を審議する。 
第42条　研究科委員会は、各研究科の委員である専任教員をもつて構成する。 
第43条　研究科委員会の長は、研究科長とし研究科委員の中から選出する。 
第44条　研究科長の任期は、２年とし再任をさまたげない。 
第45条　研究科委員会は、学長が教育研究に関する決定を行うに当たり、次に掲げる事項 
　について審議し、意見を述べるものとする。 
　⑴　学生の入学、課程の修了その他学生の在籍に関すること。 
　⑵　試験に関すること。 
　⑶　学位論文及び第７条第１項に規定する修士課程の修了要件となる特定の課題につい 
　　ての研究の成果の審査に関すること。 
　⑷　学生の指導及び賞罰に関すること。 
　⑸　教育課程に関すること。 
　⑹　授業科目担当者に関すること。 
　⑺　学則及び規程の改廃に関すること。 
　⑻　自己点検・評価に関すること。 
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　⑼　前各号に掲げるもののほか、教育研究に関する事項で、研究科委員会の意見を聴く 
　　ことが必要なものとして学長が定めたこと。 
２　研究科委員会は、前項に規定するもののほか、教育研究に関する事項について審議し、 
　及び学長の求めに応じ、意見を述べることができる。 
　　　第13章　収容定員 
第46条　本大学院における各研究科の収容定員は、次の通りとする。 
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　　　第14章　研究指導及び施設 
第47条　研究指導施設については、本大学の研究諸施設及び図書館を学生に利用させて研 
　究の便宜を図る。 
　　　第15章　科目等履修生・聴講生・特別聴講生・委託生・外国人留学生及び研究生 
第48条　本大学院は、本大学院の学生以外の者が単位を修得する目的で、本大学院の授業 
　科目の履修を希望するときは、正規学生の学修を妨げない限り、各研究科においてその 
　学力を考査の上、科目等履修生として許可することができる。 
第48条の２　本大学院の授業科目について、聴講を希望する者があるときは、正規学生の 
　学修を妨げない限り、その学力を考査の上、聴講生として許可することができる。 
第49条　本大学院と協定した他の大学院の学生が、本大学院の授業科目の履修を希望する 
　ときは、特別聴講生として許可することができる。 
第49条の２　本大学院は、公共団体その他の機関等からの委託によつて、本大学院の授業 
　科目について、聴講を希望する者があるときは、その学力を考査の上、委託生として許 
　可することができる。 
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研 究 科 専 攻 
修 士 課 程 博 士 後 期 課 程 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

経済学研究科 経 済 学 専 攻 30 60 3 9

 
法 学 研 究 科 

法 学 専 攻 
民 事法学専攻 
公 法 学 専 攻 

25 
 

50 
 

 
3 
3

 
9 
9

 
文 学 研 究 科 

日本語日本文学専攻 
英語英米文学専攻 
哲 学 専 攻 
歴 史 学 専 攻 
地 理 学 専 攻 
社 会 学 専 攻 
心 理 学 専 攻 

10 
5 
5 
10 
5 
5 
10

20 
10 
10 
20 
10 
10 
20

3 
2 
2 
5 
3 
3 
3

9 
6 
6 
15 
9 
9 
9

経営学研究科 経 営 学 専 攻 20 40 3 9

商 学 研 究 科 
商 学 専 攻 10 20 2 6

会 計 学 専 攻 15 30 2 6

計 150 300 37 111



第50条　本大学院は、外国において通常の課程による16年の学校教育を修了した者又はこ 
　れに準ずる者は、第18条の規定にかかわらず、各研究科においてその学力を考査の上、 
　特別に入学を許可することができる。 
２　前項の規定により入学を志願する者は、必要な書類のほか、日本に在住して、教育研 
　究に従事することが適法であることを証明する外国政府その他の官公署の証明書を提出 
　しなければならない。 
第51条　本大学院において、研究指導を受けることを希望するときは、正規学生の研究指 
　導を妨げない限り、その学力を考査の上、研究生として許可することができる。 
２　研究生の資格は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 
　⑴　大学を卒業した者又はこれと同等以上の学力があると認められた者 
　⑵　修士課程を修了した者 
　⑶　博士後期課程の所定単位を修得し退学した者 
第52条　科目等履修生、聴講生、特別聴講生、委託生、外国人留学生及び研究生に関する 
　取扱いは、別に定める。 
第52条の２　本大学院は、本大学の学部学生が、本大学院の正規の単位を修得することを 
　目的として、特定の授業科目の履修を願い出た場合には、各研究科においてその学力を 
　考査の上、これを許可することができる。 
２　本大学の学部学生の大学院授業科目の履修に関する取扱いは、別に定める。 
　　　第16章　厚生施設 
第53条　本大学院の学生は、本大学の厚生施設を利用することができる。 
　　　第17章　賞罰 
第54条　学則または諸規則、規程に背反した者、その他学生としての本分に反した者は、 
　その軽重によつてけん責、停学または退学に処する。 
第55条　次の各号の一にあたるものは、退学を命ずる。 
　⑴　性行不良で改善の見込みのないものと認めた者 
　⑵　学力劣等であつて研究能力なく、成業の見込みのないものと認めた者 
　⑶　大学の秩序を乱し、その他学生の本分に反した者 
　　　第18章　改正 
第56条　本学則は、各研究科委員会及び大学院委員会の審議並びに学長の決裁によって変 
　更することができる。 
　　　附　則 
　本学則は、昭和27年４月１日から施行する。 
　　〔中　略〕 
　本学則は、平成16年４月１日から改正施行する。 
　ただし、法学研究科修士課程私法学専攻及び公法学専攻は、改正後の学則第５条の規定
にかかわらず平成15年３月 31 日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるま
での間、存続するものとする。 
　また、平成15年度までに文学研究科修士課程心理学専攻及び博士後期課程心理学専攻、
経営学研究科修士課程経営学専攻及び博士後期課程経営学専攻に入学した者で、改正後も
在学している者には、別表第Ⅰ（授業科目及び履修方法）を適用する。 
　本学則は、平成17年４月１日から改正施行する。 
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　ただし、平成16年度までに経営学研究科修士課程経営学専攻及び博士後期課程経営学専
攻に入学した者で、改正後も在学している者には、別表第Ⅰ（授業科目及び履修方法）を
適用する。 
　本学則は、平成18年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成18年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成19年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成19年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成20年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成21年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成22年４月１日から改正施行する。 
　平成 21 年度以前の経済学研究科修士課程経済学専攻入学者については、改正後の専修
大学大学院学則（以下「改正後の学則」という。）の規定にかかわらず、改正前の別表第
Ⅰ（授業科目及び履修方法）を適用する。 
　改正前の第５条第２項、第７条第４項、第11条、第16条第２項及び別表第Ⅰ⑴の規定
は、経済学研究科修士課程経済学専攻エコノメトリックス・コースに在学する者が当該コ
ースに在学しなくなるまでの間、なおその効力を有する。 
　平成 21 年度以前の商学研究科修士課程商学専攻入学者については、改正後の学則の規定
にかかわらず、改正前の別表第Ⅰ（授業科目及び履修方法）を適用する。 
　本学則は、平成23年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成24年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成25年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成26年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成27年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成28年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成29年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成30年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、平成31年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、令和２年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、令和３年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、令和４年４月１日から改正施行する。 
　本学則は、令和５年４月１日から改正施行する。 
　別表第Ⅰ（授業科目及び履修方法）　〔省　略〕 
　別表第Ⅱ（入学検定料及び入学金・授業料その他の学費）　〔省　略〕
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専修大学学位規程　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和53年４月20日 　　　　　　　　　　　　  （　　　   ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
目次 
　第 1 章　総則（第 1 条―第 6 条） 
　第 2 章　修士の学位（第 7 条―第 12 条） 
　第 3 章　博士の学位（第 13 条－第 35 条） 
　第 4 章　専門職学位（第 35 条の 2） 
　第 5 章　学位の取消し、その他（第 36 条－第 40 条） 
　附則 
　　　第１章　総則 
   （目的） 
第１条　この規程は、学校教育法（昭和22年法律第26号）第104条第 1 項及び第 2 項並び 
　に学位規則（昭和28年文部省令第 9 号）並びに専修大学学則、専修大学大学院学則及び 
　専修大学専門職大学院学則に基づき、専修大学（以下「本大学」という。）が授与する 
　学位について、必要な事項を定めることを目的とする。 
   （学位） 
第２条　本大学において授与する学位は、学士、修士及び博士並びに専門職学位とする。 
２　学士の学位は、次のとおりとする。 
　⑴　学士（経済学） 
　⑵　学士（法学） 
　⑶　学士（政治学） 
　⑷　学士（経営学） 
　⑸　学士（商学） 
　⑹　学士（文学） 
　⑺　学士（ジャーナリズム学） 
　⑻　学士（情報学） 
　⑼　学士（心理学） 
　⑽　学士（社会学） 
　⑾　学士（言語文化） 
３　修士の学位に付する専攻分野の名称は、次のとおりとする。 
　⑴　修士（経済学） 
　⑵　修士（法学） 
　⑶　修士（文学） 
　⑷　修士（哲学） 
　⑸　修士（歴史学） 
　⑹　修士（地理学） 
　⑺　修士（社会学） 
　⑻　修士（心理学） 
　⑼　修士（経営学） 
　⑽　修士（情報管理） 
　⑾　修士（商学） 
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４　博士の学位に付する専攻分野の名称は、次のとおりとする。 
　⑴　博士（経済学） 
　⑵　博士（法学） 
　⑶　博士（文学） 
　⑷　博士（哲学） 
　⑸　博士（歴史学） 
　⑹　博士（地理学） 
　⑺　博士（社会学） 
　⑻　博士（心理学） 
　⑼　博士（経営学） 
　⑽　博士（情報管理） 
　⑾　博士（商学） 
５　専門職学位に付する専攻分野の名称は、法務博士（専門職）とする。  
   （学士の学位） 
第３条　学士の学位は、大学卒業の要件を満たした者に授与するものとする。 
   （修士の学位） 
第４条　修士の学位は、広い視野に立って精深な学識を修め、専攻分野における研究能力 
　又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を有する者に授与するものとす 
　る。 
   （博士の学位） 
第５条　博士の学位は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行い、又はそ 
　の他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊か 
　な学識を有する者に授与するものとする。 
   （専門職学位） 
第５条の２　専門職学位は、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓 
　越した能力を有する者に授与するものとする。 
   （学位の名称） 
第６条　学位を授与された者は、学位の名称を用いるときは、「（専修大学）」を付記する 
　ものとする。 
　　　第２章　修士の学位 
   （学位授与の要件） 
第７条　修士の学位は、本大学の大学院（以下「本大学院」という。）の修士課程に２年 
　以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、学位請求論文 
　を提出して、その審査及び最終試験に合格した者に授与するものとする。ただし、在学 
　期間に関しては、優れた業績を上げた者については１年以上在学すれば足りるものとす 
　る。 
２　前項の場合において、当該修士課程の目的に応じ適当と認められるときは、特定の課 
　題についての研究の成果の審査をもって修士論文の審査に代えることができる。 
   （学位請求論文の提出） 
第８条　修士の学位請求論文は１編とし、修士課程の在学年限内に指導教授を通じて当該 
　研究科委員会に提出するものとする。 
２　前項の学位請求論文は、３部を提出するものとする。 



   （学位請求論文の審査） 
第９条　修士の学位請求論文の審査は、当該研究科委員会の定める審査委員によって行う 
　ものとする。 
２　審査委員は、指導教授を主査とし、当該学位請求論文に関連する授業科目担当教員を 
　副査とする。ただし、必要あるときは、本大学院の他の研究科又は学部の教員を副査と 
　することができる。 
   （最終試験） 
第10条　最終試験は、当該研究科委員会の定めにより、学位請求論文を中心とした試問 
　の方法によって行うものとする。 
   （学位請求論文の審査期間） 
第11条　修士の学位請求論文の審査並びに最終試験は、学位請求論文を提出されてから、 
　おおむね３か月以内に終了するものとする。 
   （審査の報告） 
第12条　修士の学位請求論文の審査並びに最終試験の結果は、当該研究科委員会の議を 
　経た後、研究科長が学長に報告するものとする。 
　　　第３章　博士の学位 
   （学位授与の要件） 
第13条　博士の学位は、本大学院の博士後期課程に３年以上在学し、博士課程所定の単 
　位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、学位請求論文を提出して、その審査及 
　び最終試験に合格した者に授与するものとする。ただし、在学期間に関しては、優れた 
　研究業績を上げた者については１年以上在学すれば足りるものとする。 
２　前項に規定する博士の学位は、本大学院の課程を経ない者であっても、この規程の定 
　めるところにより、学位請求論文を提出して、その審査に合格し、かつ、専攻学術及び 
　外国語に関し、本大学院の課程を修了して学位を授与される者と同等以上の学識を有 
　すると認められた場合に限り、その者に対しこれを授与することができる。 
   （課程による者の学位請求論文の提出） 
第14条　前条第１項の規定により学位を請求することができる者は、当該研究科委員会 
　が専修大学大学院学則で定める修了の期日までに修了することができると認めた者で、 
　同日まで在籍する見込みがあるものとする。 
２　学位請求論文の提出は所定の学位申請願に、学位請求論文１編 3 部及び論文要旨 3 部 
　を添え、指導教授を通じて、当該研究科委員会に提出するものとする。ただし、参考と 
　して他の論文を添付することができる。 
３　前項の学位請求論文は、製本したもの３部を提出するものとする。 
４　学位を請求することができる期間は、本大学院の博士後期課程に入学した時から 9 年 
　以内とし、休学期間は、これに含めないものとする。この場合において、学位請求論文 
　は、在学期間中に提出するものとする。 
   （課程を経ない者の学位請求論文の提出） 
第15条　第 13 条第２項により学位を請求しようとする者は、所定の学位申請願に筆答試 
　問を受けようとする外国語を記載し、学位請求論文 1 編 3 部、論文要旨 3 部及び論文目 
　録 3 通を添え、その請求する学位の種類を指定して、学長に提出するものとする。ただ 
　し、参考として他の論文を添付することができる。 
２　本大学院の博士後期課程に 3 年以上在学し、所定の単位を修得して退学した者が再入 
　学しないで博士の学位を請求しようとする場合は、前項の規定により取り扱うものとす 
　る。 
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３　前条第３項の規定は、この条の規定により提出する学位請求論文の部数について準用 
　する。 
   （課程による者の学位請求論文の受理） 
第16条　第14条第 1 項に規定する学位請求論文の受理の可否は、当該研究科委員会で決定 
　する。 
２　学長は、前項の規定により当該学位請求論文の受理に関する議決により受理を決定し 
　た当該研究科委員会に、審査を付託するものとする。 
   （課程を経ない者の学位請求論文の受理） 
第17条　第15条第 1 項及び第 2 項の規定による学位請求論文の提出があったときは、学 
　長は、当該学位請求論文の専攻分野に係る研究科委員会に付託して、これを受理するか 
　どうかを諮らなければならない。 
２　学長は、前項の規定により学位請求論文を受理したときは、その学位の種類に応じ、 
　当該研究科委員会に審査を付託するものとする。 
３　第 1 項の規定により学位請求論文を受理したときは、学位請求論文の提出者にその旨 
　を通知するものとする。 
４　一旦受理した学位請求論文等は、返還しない。 
   （学位審査料の納付） 
第18条　前条の規定により学位請求論文が受理された者は、次に掲げる区分に応じた学 
　位審査料を納付しなければならない。 
　⑴　本大学院の博士課程の教育課程を修了した者で学位請求論文を提出しないで退学し 
　　　たもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  50,000円 
　⑵　本大学の学士又は本大学院の修士の学位を与えられた者で、前号に掲げる者以外の 
　　　もの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100,000円 
　⑶　前 2 号のいずれにも該当しない者　　　　　　　　　　　　　　　150,000円 
　⑷　本大学の専任教職員である者　　　　　　　　　　　　　　　　　  50,000円 
   （学位審査料の返還の不可） 
第19条　前条の規定により一旦納付した学位審査料は、返還しない。 
   （審査資料の請求） 
第20条　学位請求論文の審査に当たって、必要と認めるときは、当該論文の参考論文、 
　訳本、模型又は標本その他の資料の提出を求めることができる。 
   （課程による者の審査委員会） 
第21条　第16条第 2 項の規定により学位請求論文の審査を付託された研究科委員会は、 
　学位請求論文の審査を行うため、審査委員会を設けるものとする。 
２　審査委員会の構成は、指導教授を主査とし、当該学位請求論文に関連のある授業科目
担当教員のうちから指名する 2 名以上の副査を加えて行うものとする。 
３　前項の規定にかかわらず、必要があるときは、当該研究科委員会の議を経て、当該研
究科の客員教員、兼任講師、他の研究科若しくは学部の教員又は他大学の大学院、学部若
しくは研究所等の教員等の協力を得ることができる。 
   （課程を経ない者の審査委員会） 
第22条　第 17条第 2 項の規定により学位請求論文の審査を付託された研究科委員会は、 
　学位請求論文の審査及び学識の認定を行うため、審査委員会を設けるものとする。 
２　審査委員会の構成は、当該研究科委員会が選定する当該学位請求論文に関連のある 
　科目担当の教員から、主査 1 名及び副査 2 名以上を加えて行うものとする。 



３　前項の規定にかかわらず、必要があるときは、当該研究科委員会の議を経て、当該 
　研究科の客員教員、兼任講師、他の研究科若しくは学部の教員又は他大学の大学院、 
　学部若しくは研究所等の教員等の協力を得ることができる。 
   （最終試験） 
第23条　第13条第 1 項に規定する最終試験は、当該審査委員会が学位請求論文を中心 
　として、これに関連ある授業科目にわたり口頭試問により行うが、筆答試問を併せて 
　行うことができる。 
   （学識の確認） 
第24条　第13条第 2 項に規定する学識の認定のために行う試問は、口頭試問により行う 
　ものとする。ただし、研究科委員会が必要と認めたときは、筆答試問を併せて行うこ 
　とができる。 
２　前項の筆答試問委員の決定について必要があるときは、当該研究科委員会の議を経 
　て、当該研究科の客員教員、兼任講師、他の研究科若しくは学部の教員又は他大学の 
　大学院、学部若しくは研究所等の教員等の協力を得ることができる。 
３　審査委員会が、第 1 項の規定にかかわらず、学位請求者の学位請求論文以外の業績、 
　学位の種類又は学位請求論文の性格に応じ、筆答試問及び口頭試問を行う必要がないと 
　認めたときは、当該研究科委員会の議決により、その経歴及び業績の審査をもってこれ 
　に代えることができる。 
   （筆答試問の方法） 
第25条　前条第 1 項に規定する筆答試問の方法は、次のとおりとする。 
　⑴　学位請求論文を中心として広く専攻学術に関連する科目に関すること。 
　⑵　外国語に関すること。 
２　前項第 2 号の筆答試問は、 2 か国語以上を課することとする。ただし、研究科委員会 
　が特別の事由があると認めたときは、 1 か国語のみとすることができる。 
  （筆答試問の免除） 
第26条　第15条第 2 項の規定による学位請求者が退学してから 6 年以内に学位請求論文を 
　提出し、受理されたときは、当該研究科委員会の議決により、筆答試問を免除すること 
　ができる。 
  （課程を経ない者の学位請求の却下） 
第27条　学位請求論文を受理した場合であっても、審査委員会が学位請求者について第13 
　条第 2 項に規定する学識がないことを確認したときは、当該研究科委員会の議決により、 
　学位請求論文の審査を省略し、直ちに学位授与の請求を却下することができる。 
   （学位請求論文の審査期間） 
第28条　学位請求論文の審査は、当該学位請求論文を受理した日から、1 年以内に終了す 
　るものとする。ただし、第13条第 2 項に規定する者については、当該研究科委員会の議 
　決により、その期間を延長することができる。 
   （審査委員会の審査報告） 
第29条　審査委員会は、学位請求論文の審査及び最終試験又は口頭試問の終了後、速やか 
　に、学位請求論文の内容の要旨、審査の要旨、最終試験又は口頭試問の結果の要旨及び 
　その成績に、学位を授与できるか否かの意見を添え、当該研究科委員会に、文書をもっ 
　て報告するものとする。 
２　審査委員会は、前項の報告をした後、学位請求論文及び同項に規定する審査報告書を 
　当該研究科委員会の委員の閲覧に供するため、１か月の期間を置くものとする。 
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３　審査委員会が学位請求論文の審査の結果その内容が学位を授与するのに値しないと認 
　めたときは、最終試験又は口頭試問を行わないことができる。この場合、第 1 項に規定 
　する審査報告書に評価に関する意見を記載することを要しない。 
   （研究科委員会の審議・議決） 
第30条　当該研究科委員会は、前条の報告に基づき審議のうえ、学位を授与すべきか否か 
　を投票により議決するものとする。 
２　前項に規定する議決を行うには、当該研究科委員会構成員総数の３分の２以上の出席 
　を必要とし、出席者の３分の２以上の賛成がなければならない。 
３　議決の方法は、無記名投票によるものとする。 
   （研究科長の報告） 
第31条　当該研究科委員会が前条に規定する議決をしたときは、当該研究科長は、学位 
　請求論文とともに学位請求者の氏名・学位請求論文の内容、その学位請求論文審査の 
　結果の要旨、最終試験の結果及び口頭試問の結果を添え、議決の結果を文書で、学長に 
　報告するものとする。 
   （学位記の交付） 
第32条　学長は、前条に規定する研究科委員会の報告に基づき、学位の授与を受ける適 
　格性を有するとされた学位請求者に対し、別に定める様式の学位記を交付するものとする。 
２　学位の授与を受ける適格性がないとされた学位請求者に対しては、その旨を通知する。 
   （学位論文要旨の公表） 
第33条　博士の学位を授与したときは、本大学は、当該博士の学位を授与した日から３ 
　か月以内に、当該博士の学位の授与に係る論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨 
　をインターネット利用により公表するものとする。 
   （学位論文の印刷・公表） 
第34条　博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与した日から１年以内に「専 
　修大学審査学位論文」と明記して、当該学位論文の全文を公表するものとする。ただし、 
　学位の授与を受ける前に既に公表しているときは、この限りでない。 
２　博士の学位を授与された者は、前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由がある場 
　合には、本大学の承認を受けて、当該学位論文の全文に代えてその内容を要約したもの 
　を「専修大学審査学位論文の要旨」と明記して、公表することができる。この場合にお 
　いて、本大学は、その論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとする。 
３　前 2 項の規定により公表する場合は、インターネットの利用により行うものとする。 
　「専修大学審査学位論文の要旨」と明記しなければならない。 
   （学位授与の報告） 
第35条　本大学は、この規程の定めるところにより博士の学位を授与したときは、当該 
　博士の学位を授与した日から３か月以内に別記様式による学位授与報告書を文部科学大 
　臣に提出するものとする。 
　　　第4章　専門職学位 
   （学位授与の要件） 
第35条の２　法務博士（専門職）の学位は、法学未修者にあつては、法科大学院に 3 年 
　以上在学し、授業科目及び単位数を修得し、かつ評価の基準に達した者、又は法学既 
　修者にあつては、 2 年以上在学し、授業科目及び単位数を修得し、かつ評価の基準に 
　達した者で、法科大学院教授会の議を経て学長が修了を認定したものに授与するもの 
　とする。 



　　　第5章　学位の取消し、その他 
   （学位の取消し） 
第36条　学位を授与された者が、次の各号の一に該当するときは、学長は、当該研究科委 
　員会の議決に基づき、学位の授与を取消し、学位記を返還させ、かつ、その旨を公表す 
　るものとする。 
　⑴　不正の方法により学位を受けた事実が判明したとき。 
　⑵　名誉を汚す行為があったとき。 
２　当該研究科委員会において前項の議決を行う場合は、第30条第 2 項及び第 3 項の規 
　定を準用する。 
   （学位論文の保存） 
第37条　この規程の定めるところにより、審査をし、学位を授与した学位論文の原本は、 
　本大学図書館において保存するものとする。 
   （学位記の再交付） 
第38条　学位記はやむを得ない特別の事由があると認められる場合のほかは再交付をし 
　ない。 
２　再交付を受けようとする者は、所定の手続きを経て学長に願い出るものとする。 
   （学位記の様式） 
第39条　学位記の様式は、別表のとおりとする。 
   （規程の改廃） 
第40条　この規程の改廃は、学部長会、大学院委員会及び法科大学院運営委員会の議を経 
　て、学長が行うものとする。ただし、学士の学位に関する条項については各学部教授会、 
　修士及び博士の学位に関する条項については各研究科委員会、法務博士（専門職）に関 
　する条項については法科大学院教授会の議を経るものとする。 
 
　　　附　則 
　 1 　この規程は、昭和53年４月20日から施行し、昭和53年４月１日から適用する。 
　 2 　この規程の制定に伴い、論文提出による博士の学位授与に関する規程（昭和43年 4  
　　月 1 日制定）、大学院修士課程の在学年限並びに学位論文取扱規程（昭和35年 6 月 2  
　　日制定）及び大学院博士課程の在学年限並びに学位論文取扱規程（昭和35年 6 月 2 日 
　　制定）は、廃止する。 
　 3 　前項に規定する学位論文に関する旧規程により提出された学位論文の取扱いについ 
　　ては、この規程により提出されたものと見做す。 
　 4 　第14条第 4 項に規定する「 9 年」は、従前、本大学院に在学し、この規程施行以前 
　　に退学した者が提出する学位論文については「16年」と読み替えるものとする。 

（中　略） 
　　　附　則 
　　　この規程は、平成14年４月 1 日から施行する。 
　　　附　則 
　 1 　この規程は、平成14年 6 月11日から施行し、平成14年 4 月 1 日から適用する。 
　 2 　本大学院に入学した者、若しくはすでに教育課程を修了し、学位請求論文を提出し 
　　ないで退学した者に対するこの規程の適用と、それに伴う経過措置は、次のとおりと 
　　する。 
　（ 1 ）平成 8 年度以降に本大学院博士後期課程に入学した者は、この規程を適用する。 
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　（ 2 ）平成 7 年度以前に本大学院博士後期課程に入学した者は、この規程の施行にかか 
　　　わらず平成16年 3 月31日までは、なお従前の例による。 
　 3 　この規程の改正に伴い「論文提出による博士の学位審査手数料規程（昭和44年 4 月 
　　 1 日制定）」は、廃止する。 
　　　附　則 
　　　この規程は、平成15年４月 1 日から施行する。 
　　　附　則 
　　　この規程は、平成16年４月 1 日から施行する。 
　　　附　則 
　　　この規程は、平成18年４月 1 日から施行する。 
　　　附　則 
　　　この規程は、平成18年７月24日から施行する。 
　　　附　則 
　　　この規程は、平成20年 3 月12日から施行する。 
　　　附　則 
　　（施行期日） 
　１　この規程は、平成22年 4 月 1 日から施行する。 
　　（経過措置） 
　２　改正前の第２条第３項第２号の修士（計量経済学）の学位に関する規定は、改正後 
　　の第２条第３項の規定にかかわらず、当該専攻分野に在学する者が当該専攻分野に在 
　　学しなくなるまでの間、なおその効力を有する。 
　　　附　則 
　　　この規程は、平成25年 7 月18日から施行する。 
　　　附　則 
　　（施行期日） 
　１　この規程は、平成28年 4 月 1 日から施行する。 
　　（経過措置） 
　２　改正後の第 14 条第 1 項及び第 4 項並びに第15条第 2 項及び第 3 項の規定は、平成 
　　 28 年度以後に本大学院の博士後期課程に入学した者について適用し、平成 27 年度 
　　以前に同課程に入学した者については、なお従前の例による。 
　　　附　則 
　　　この規程は、平成31年 4 月 1 日から施行する。 
　　　附　則 
　　　この規程は、様式中の元号を改めるものとし、令和元年 5 月 1 日から施行する。 
　　　附　則 
　　　この規程は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 
 
　様式　　〔省　略〕
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専修大学大学院商学研究科修士課程学期末修了に関する取扱内規 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年 4 月 1 日 　　　　　　　　　　　　  （　　　   ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定 
 
   （趣旨） 
第１条　この内規は、専修大学大学院学則第 10 条の 2 第 2 項の規定に基づき、商学研究 
　科修士課程における学期末修了（以下「学期末修了」という。）の取扱いに関し必要な事 
　項を定めるものとする。 
   （学期末修了の要件） 
第２条　学期末修了は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者について行うものとする。 
　⑴　修了に必要な所定の単位を修得することができず、又は学位請求論文を提出するこ 
　　とができず、修業年限を超えて在籍している者であること。 
　⑵　学期末修了を希望する年度の前期において、修了に必要な所定の単位を修得するこ 
　　とができ、かつ、 必要な研究指導を受けた上で学位請求論文を提出してその審査及び 
　　最終試験に合格することができる者であること。 
　⑶　所定の学費を納めている者であること。 
　⑷　学期末修了をするための所定の手続をするとともに、その許可を得た者であること。 
   （学期末修了の申請手続） 
第３条　学期末修了を希望する者は、指導教授の許可の下、学期末修了を希望する年度の 
　前年度の 1 月 31 日までに、保証人と連署の上、学期末修了願書によって申請しなけれ 
　ばならない。 
   （学期末修了の申請の取下げ手続） 
第４条　前条の規定による申請をした者が当該申請を取下げる場合には、指導教授の許可 
　の下、当該年度の 5 月 31 日までに、保証人と連署の上、学期末修了申請取下げ書によっ 
　て申請しなければならない。 
   （学期末修了の許可） 
第５条　学期末修了の許可は、商学研究科委員会（以下「研究科委員会」という。）の議を 
　経て学長が行う。 
２　修了発表日前に研究科委員会を開催することができない場合には、前項の規定にかか 
　わらず、商学研究科長及び商学研究科運営委員会委員長の確認をもって、研究科委員会 
　の議に代えることができるものとする。この場合において、商学研究科長及び商学研究 
　科運営委員会委員長は、当該確認の内容について、直近に開催される研究科委員会で追 
　認を得なければならない。 
   （学期末修了の期日） 
第６条　学期末修了の期日は、 9 月 20 日とする。 
   （事務所管） 
第７条　この内規に関する事務は、大学院事務部大学院事務課が所管する。 
   （内規の改廃） 
第８条　この内規の改廃は、研究科委員会の議を経て学長が行う。 
 
　　　附　則 
　この内規は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。
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専修大学学生の交換留学に関する規程 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和61年４月１日 　　　　　　　　　　　　  （　　　   ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定　 
 
   （趣旨） 
第１条　この規程は、専修大学学則（以下「学則」という。）第 26 条第３項及び専修大学大 
　学院学則（以下「大学院学則」という。）第 23 条第３項の規定に基づき、専修大学国際交 
　流センターが交換留学プログラムにより主催する専修大学（以下「本大学」という。）の 
　学生の交換留学に関し必要な事項を定めるものとする。 
   （定義） 
第２条　この規程において「交換留学」とは、本大学の学生が本大学と外国の大学（大学 
　に相当する高等教育研究機関を含む。以下同じ。）との交流協定に基づき、本大学の許 
　可を得て外国の大学で交換留学生として就学することをいう。 
   （種類） 
第３条　交換留学の種類は、次のとおりとする。 
　⑴　長期交換留学 
　⑵　セメスター交換留学 
   （応募資格） 
第４条　交換留学（以下「留学」という。）に応募することができる者は、留学の出発時 
　において本大学に１年以上在学し、かつ、所定の成績を修めている者でなければならな 
　い。ただし、大学院の学生は、この限りでない。 
   （応募の手続） 
第５条　留学を希望する者は、留学許可願に所定の書類を添付し、学長に提出しなければ 
　ならない。 
   （許可） 
第６条　留学の許可は、国際交流センター委員会で審査し、教授会又は大学院研究科委員 
　会の議を経て、学長が決定する。 
   （留学期間及びその取扱い） 
第７条　長期交換留学の留学期間は、１学年を限度とし、その期間は修業年限に含めるも 
　のとする。 
２　長期交換留学の留学期間は、延長することができない。ただし、学長が教育研究上特 
　に有益であると認める場合には、１学年を限度としてこれを延長することができる。 
３　前項ただし書の規定により延長された留学期間（以下「長期交換留学の留学延長期間」 
　という。）は、休学として取り扱うものとする。 
第８条　セメスター交換留学の留学期間は、 1 学期担当期間を限度とし、その期間は修業 
　年限に含めるものとする。 
２　セメスター交換留学の留学期間は、延長することができない。 
   （終了の手続） 
第９条　留学を終えた者は、帰国の日から20日以内に留学報告書を学長に提出しなければ 
　ならない。 



349

大
学
院
関
係
諸
規
程
 

   （修得単位の認定） 
第10条　第７条及び第８条の留学期間（長期交換留学の留学延長期間を除く。）中に修得 
　した単位は、教授会又は大学院研究科委員会の議を経て認定することができる。 
２　前項の規定により認定することができる単位数は、学部にあっては学則第５条の３第 
　３項、大学院にあっては大学院学則第６条の２の定めるところによる。 
   （卒業及び課程修了） 
第11条　前条の単位認定によって卒業又は課程修了の要件を備えた者は、留学期間終了時 
　の年度に卒業し、又は修了することができる。 
   （帰国後の履修科目の登録） 
第12条　帰国後の履修科目の登録は、特別措置として履修登録期間外においても行うこ 
　とができる。この場合において、履修届未了者の取扱内規に定める手数料 5,000 円は、 
　徴収しない。 
２　留学出発年度に履修の登録をした科目であって、前項の規定により登録をしたものは、 
　帰国した年度において引き続き履修することができるものとする。 
３　第１項に規定する履修科目の登録は、指定された期限までに完了しなければならない。 
   （許可の取消し） 
第13条　学長は、第６条の許可を受けた者が次の各号のいずれかに該当することとなった 
　場合には、留学先大学と協議の上、国際交流センター委員会の審査及び教授会又は大学 
　院研究科委員会の議を経て、その許可を取り消すことができる。 
　⑴　誓約書に定める事項に違反したとき。 
　⑵　学生査証が与えられないとき。 
　⑶　傷病その他やむを得ない理由により留学を続けることができないとき。 
２　前項の規定により留学の許可を取り消された者は、その取消しに伴い必要とされる措 
　置については、本大学の指示に従って行うものとする。 
   （事務の所管） 
第14条　この規程による留学の事務取扱所管は、学長室国際交流事務課とする。 
   （改廃） 
第15条　この規程の改廃は、国際交流センター委員会において審議し、教授会及び大学 
　院研究科委員会の議を経て、学長が決定する。 
 
　　附　則 
　この規程は、昭和61年 4 月 1 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成14年 4 月 1 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成14年11月 1 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成15年 8 月 7 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成21年12月14日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成24年 3 月 8 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。
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専修大学学生の中期留学に関する規程 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年12月14日 　　　　　　　　　　　　  （　　　   ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定　 
 
   （目的） 
第１条　この規程は、専修大学国際交流センター（以下「センター」という。）が中期留学 
　プログラムにより主催する専修大学（以下「本大学」という。）の学生の中期留学に関し 
　必要な事項を定めることを目的とする。 
   （定義） 
第２条　この規程において「中期留学」とは、本大学の学生が本大学の許可を得て派遣先 
　としてセンターが定めた外国の大学又は本大学がこれに相当すると認めた教育機関（以 
　下「派遣先大学等」という。）で１学期相当期間を限度として就学することをいう。 
   （応募資格） 
第３条　中期留学（以下「留学」という。）に応募することができる者は、留学の出発時 
　において本大学に１年以上在学し、かつ、所定の成績を修めている者でなければならな 
　い。ただし、大学院の学生は、この限りでない。 
   （応募の手続） 
第４条　留学を希望する者は、留学許可願に所定の書類を添付し、学長に提出しなければ 
　ならない。 
   （許可） 
第５条　留学の許可は、国際交流センター委員会で審査し、教授会又は大学院研究科委員 
　会の議を経て、学長が行う。 
   （留学期間及びその取扱い） 
第６条　留学期間は、１学期相当期間を限度とし、在学年数に算入する。 
２　留学期間は、延長することができない。 
   （終了の手続） 
第７条　留学を終えた者は、帰国の日から20日以内に留学報告書を学長に提出しなければ 
　ならない。 
   （成績評価） 
第８条　留学を終えた者の成績評価については、別に内規で定める。 
   （許可の取消し） 
第９条　学長は、第５条の許可を受けた者が次の各号のいずれかに該当することとなった 
　場合には、派遣先大学等と協議の上、国際交流センター委員会の審査及び教授会又は大 
　学院研究科委員会の議を経て、その許可を取り消すことができる。 
　⑴　誓約書に定める事項に違反したとき。 
　⑵　学生査証が与えられないとき。 
　⑶　傷病その他やむを得ない理由により留学を続けることができないとき。 
２　前項の規定により留学の許可を取り消された者は、その取消しに伴い必要とされる措 
　置については、本大学の指示に従って行うものとする。 
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   （事務の所管） 
第10条　この規程による留学の事務取扱所管は、学長室国際交流事務課とする。 
   （改廃） 
第11条　この規程の改廃は、国際交流センター委員会において審議し、教授会及び大学 
　院研究科委員会の議を経て、学長が決定する。 
 
　　附　則 
　この規程は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。
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専修大学大学院奨学生規程 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和55年３月18日制定） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
 
　　　第１章　総　則 
   （目的） 
第１条　この規程は、大学院学則第36条に基づき、学術研究の奨励と経済援助を行うこと 
　により、有為な人材の育成に資することを目的とする。 
   （奨学生の種類） 
第２条　奨学生の種類は、大学院学術奨学生、博士論文支援奨学生、博士特別奨学生、大 
　学院家計急変奨学生及び大学院災害見舞奨学生とし、大学院学術奨学生については、大 
　学院学術奨学生（修士）及び大学院学術奨学生（博士）に区分する。 
   （奨学生の要件） 
第３条　奨学生は、次の要件を備えているものでなければならない。 
　⑴　大学院学術奨学生（修士）　修士課程の標準修業年限の在学生（国費外国人留学生は 
　　　　　　　　　　　　　　　除く。）であって、学術・人物ともに優秀なもの 
　⑵　大学院学術奨学生（博士）　博士後期課程の標準修業年限の在学生（国費外国人留学 
　　　　　　　　　　　　　　　生は除く。）であって、学術・人物ともに優秀なもの 
　⑶　博士論文支援奨学生　博士後期課程の標準修業年限の在学生であって、学位請 
　　　　　　　　　　　　　　　求論文を最長在学年限内に提出するもの 
　⑷　博 士 特 別 奨 学 生　博士後期課程在学生であって、顕著な研究業績があった 
　　　　　　　　　　　　　　　もの 
　⑸　大学院家計急変奨学生　在学生であって、家計急変により修学困難なもの 
　⑹　大学院災害見舞奨学生　在学生であって、火災、風水害などにより被災したもの 
   （奨学生の員数及び期間） 
第４条　奨学生の採用員数及び採用期間は、別表のとおりとする。 
２　前項において、採用員数の配分を要する場合は、大学院委員会の議を経て学長が決定 
　する。 
   （奨学生） 
第５条　奨学生には、奨学金を給付する。ただし、博士論文支援奨学生については無利子 
　貸与とし、学位請求論文を最長在学年限内に提出したものは返還を免除する。 
　　　第２章　大学院学術奨学生 
   （出願） 
第６条　大学院学術奨学生を希望する者は、所定の奨学生願書に申請書類等を添えて、指 
　定された期日までに出願するものとする。 
   （採用） 
第７条　大学院学術奨学生の採用は、前条により出願した者について各研究科毎に第一次 
　試験、第二次試験を行い、研究科委員会において選考し、大学院委員会の議を経て学長 
　が決定する。 
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   （奨学金の支給） 
第８条　奨学金の額は、授業料相当額の 3 分の 1 とし、採用時に一括支給する。 
　　　第３章　博士論文支援奨学生 
   （出願） 
第９条　博士論文支援奨学生を希望する者は、所定の奨学生願書に指導教授の推薦書等を 
　添えて、指定された期日までに出願するものとする。 
   （採用） 
第10条　博士論文支援奨学生の採用は、前条により出願した者について研究科委員会にお 
　いて選考し、大学院委員会の議を経て学長が決定する。ただし、採用は 1 回を限度とす 
　る。 
   （奨学金の貸与及び返還） 
第11条　奨学金の額、その貸与時期、貸与方法及び返還方法は、次のとおりとする。 
　⑴　奨学金の額は、授業料相当額の２分の１とし、採用時に一括無利子貸与する。 
　⑵　貸与の期間は最長在学年限内とし、学位請求論文を最長在学年限内に提出したもの 
　　は返還を免除する。 
　　　第４章　博士特別奨学生 
   （採用） 
第12条　博士特別奨学生の採用は、指導教授及び研究科長の推薦に基づき、大学院委員 
　会の議を経て学長が決定する。 
   （奨学金の支給） 
第13条　奨学金の額、その支給時期及び支給方法は、採用時に学長が決定する。 
　　　第５章　大学院家計急変奨学生及び大学院災害見舞奨学生 
   （出願） 
第14条　大学院家計急変奨学生を希望する者は、所定の奨学生願書に成績証明書、保証人 
　又は本人の所得証明書及び家計急変を証明する書類を添えて出願するものとする。 
２　大学院災害見舞奨学生を希望する者は、所定の奨学生願書に被災を証明する書類を添 
　えて出願するものとする。 
   （採用） 
第15条　大学院家計急変奨学生及び大学院災害見舞奨学生は、前条により出願した者につ 
　いて書類審査及び面接の結果に基づき、大学院委員会の議を経て学長が決定する。 
２　前項の書類審査及び面接は、大学院奨学生選考委員会が行う。 
３　大学院奨学生選考委員会の運営に関する事項は、別に定める。 
   （奨学金の支給） 
第16条　奨学金の額、その支給時期及び支給方法は、次のとおりとする。 
　⑴　大学院家計急変奨学生　　授業料相当額以内とし、採用時に一括支給する。 
　⑵　大学院災害見舞奨学生　　20万円以内とし、被災の状況に応じて支給額を定め、採 
　　　　　　　　　　　　　　　用時に一括支給する。 
　　　第６章　細則の制定 
第17条　この規程の奨学生の運営に関して必要な事項については、専修大学大学院奨学生 
　規程細則において定める。 
　　　第７章　奨学生資格の喪失 
第18条　奨学生が次の各号のいずれかに該当し、奨学生として不適格と認められた場合 
　は、奨学生としての資格を失うものとし、奨学金の支給を打切る。 
　⑴　休学、退学したとき、又は除籍されたとき。 
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　⑵　大学院学則第54条の規定により懲戒処分を受けたとき。 
　⑶　研究意欲が著しく低下したとき、又は学生としての素行が好ましくないとき。 
　⑷　願書等の提出書類に虚偽の記載をしたとき。 
　⑸　正当な理由なく奨学生として必要な手続を怠ったとき。 
   （奨学金の返還） 
第19条　前条の規定により奨学生の資格を失った者については、既に支給した奨学金を 
　返還させることができる。 
　　　第８章　規程の改廃等 
   （規程の改廃） 
第20条　この規程の改廃は、大学院委員会の議を経て学長が決定する。ただし、奨学生 
　の種類、採用員数、採用期間又は奨学金の額のいずれかを変更する場合は、理事会の承 
　認を必要とする。 
   （奨学生に関する事務取扱い） 
第21条　奨学生に関する事務は、大学院事務課が取り扱う。 
 
　　附　則 
　 1 　この規程は、昭和55年４月１日から施行する。 
　 2 　この規程の施行と同時に、昭和 47 年４月１日制定の「専修大学大学院奨学生規程」 
　　及び「専修大学大学院奨学生規程細則」（以下「旧規程等」という。）は、廃止する。 
　 3 　旧規程等による奨学生は、この規程に移行して適用する。 
　　附　則 
　この規程は、平成 3 年 4 月 1 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成 4 年 4 月 1 日から施行し、平成 3 年 4 月 1 日から適用する。 
　　附　則 
　この規程は、平成 6 年 4 月 1 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成 7 年 4 月 1 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成 8 年 4 月 1 日から施行する。 
　　附　則 
　 1 　この規程は、平成10年 6 月17日から施行し、平成10年 4 月 1 日から適用する。 
　 2 　この規程による第１種奨学生については、平成10年度入学者から適用し、平成 9 年 
　　度以前に採用された第１種奨学生については、なお従前の例による。 
　　附　則 
　この規程は、平成 13 年 7 月 6 日から施行し、平成 13 年 4 月 1 日から適用する。 
　　附　則 
　この規程は、平成 15 年 4 月18日から施行し、平成 15 年 4 月 1 日から適用する。 
　　附　則 
　この規程は、平成 15 年10月13日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 



355

大
学
院
関
係
諸
規
程
 

　　附　則 
　 1 　この規程は、平成18年 4 月 1 日から施行する。 
　 2 　この規程による大学院学術奨学生、博士論文支援奨学生については、平成18年度入 
　　学者から適用する。 
　 3 　平成 17 年度以前入学者については、この規程にかかわらず、なお従前の例による。 
　　附　則 
　この規程は、平成21年 7 月15日から施行し、改正後の規程は、平成21年度以後の奨学
生から適用する。

　別　表（第 4 条）

　備考：大学院学術奨学生（修士）の 2 年次には、標準修業年限 4 年の 3 年次及び 4 年次 
　　　　を含む。

修　　士　　課　　程 博　士　後　期　課　程
採
用
期
間

経
済
学
研
究
科
 

法
学
研
究
科
 

経
営
学
研
究
科
 

商
学
研
究
科
 

文
学
研
究
科
 

計

経
済
学
研
究
科
 

法
学
研
究
科
 

経
営
学
研
究
科
 

商
学
研
究
科
 

文
学
研
究
科
 

計

大
学
院
学
術
奨
学
生（
修
士
）
 

１
 年
 次

3 3 3 3 5 17 当
該
年
度
 

２
 年
 次

3 3 3 3 5 17

大
学
院
学
術
奨
学
生（
博
士
）
 

１
年
次

1 1 1 1 1 5 当
該
年
度
 

２
年
次

1 1 1 1 1 5

３
年
次

1 1 1 1 1 5

博 士 論 文
支援奨学生 

各研究科を通して若干名
当
該
年
度
 

博 士 特 別
奨 学 生 

各研究科を通して若干名
当
該
年
度
 

大学院家計
急変奨学生 

必要に応じて採用
当
該
年
度
 

大学院災害
見舞奨学生 

必要に応じて採用
当
該
年
度
 

区  分

種  類
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専修大学交換留学奨学生規程 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和61年４月１日 　　　　　　　　　　　　  （　　　　） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
   （目的） 
第１条　この規程は、専修大学学則第39条第２項及び専修大学大学院学則第36条第２項の 
　規定に基づき、学術研究を奨励し、かつ、国際交流を促進するために行う交換留学（専 
　修大学学生の交換留学に関する規程第２条の交換留学をいう。以下同じ。）により就学 
　する者に対する奨学金（以下「奨学金」という。）及び奨学金を受ける者（以下「交換 
　留学奨学生」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 
   （奨学金） 
第２条　奨学金は、留学先大学に支払うべき学費の一部又は全部とする。 
   （採用人数及び期間） 
第３条　交換留学奨学生の採用人数は、毎年若干名とする。 
２　交換留学奨学生の採用期間は、次に掲げる期間を限度とする。 
　⑴　長期交換留学にあっては、 1 学年相当期間 
　⑵　セメスター交換留学にあっては、 1 学期相当期間 
３　交換留学奨学生の採用期間の延長は認めない。 
   （出願） 
第４条　交換留学奨学生を希望する者は、学長に、次の書類を提出しなければならない。 
　⑴　交換留学奨学生願書 
　⑵　学業成績証明書 
　⑶　留学先大学が要求している語学能力試験結果 
　⑷　その他指定された書類 
   （選考） 
第５条　前条の規定により出願した者の選考は、国際交流センター委員会が留学先大学の 
　受入れ条件を考慮して、書類審査及び面接により行う。ただし、国際交流センター委員 
　会が必要と認めた場合は、筆記試験を行うことができる。 
   （決定） 
第６条　交換留学奨学生の決定は、前条の規定による国際交流センター委員会の選考を受 
　けて、教授会又は大学院研究科委員会の議を経て、学長が行う。 
   （奨学金の返還） 
第７条　専修大学学生の交換留学に関する規程第13条の規定により交換留学の許可を取り 
　消された者については、学長は、既に支給された奨学金の一部又は全部を所定の期日ま 
　でに返還させることができる。 
   （事務の所管） 
第８条　この規程による交換留学奨学生の事務取扱所管は、学長室国際交流事務課とする。 
   （改廃） 
第９条　この規程の改廃は、国際交流センター委員会において審議し、学部長会及び大学 
　院委員会の議を経て、学長が決定する。 
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　　附　則 
　この規程は、昭和61年 4 月 1 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成14年 4 月 1 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成14年11月 1 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成24年 3 月 8 日から施行する。
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専修大学学部学生の大学院授業科目の履修に関する規程 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成11年 4 月 1 日 　　　　　　　　　　　　  （　　　　） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
   （趣旨） 
第１条　この規程は、専修大学大学院学則第52条の 2 第 2 項の規定に基づき、専修大学 
　（以下「本大学」という。）の学部学生が専修大学大学院（以下「本大学院」という。） 
　における授業科目を履修することに関して、必要な事項を定めるものとする。 
   （出願資格） 
第２条　本大学院の授業科目を履修できる者は、次の各号のいずれにも該当し、かつ、研 
　究科委員会が別に定める要件を満たす者でなければならない。 
　⑴　本大学の学部の 4 年次に在学する者 
　⑵　本大学院への進学を志望する者 
　⑶　本大学院の授業科目を履修するに相応しい学力を有する者 
   （出願書類） 
第３条　本大学院の授業科目の履修を希望する者は、所定の大学院授業科目履修願書によ 
　り出願するものとする。 
   （選考） 
第４条　本大学院の授業科目の履修を希望する者の選考は、研究科委員会が行うものとす 
　る。 
２　前項の選考の方法及び基準は、研究科委員会が定めるものとする。 
   （履修範囲） 
第５条　本大学院の授業科目の履修の範囲は、希望する者の学部の履修状況、希望等に鑑 
　み、教育上有益と認めたときは、10単位を超えない範囲で履修させることができる。 
   （許可） 
第６条　本大学院の授業科目の履修の許可は、研究科委員会の議を経て、学長がこれを行 
　う。 
２　前項で許可された者については、履修のための学費は徴収しないものとする。 
   （履修手続） 
第７条　履修を許可された者は、所定の期日までに履修届を提出しなければならない。 
２　履修の手続は、学年又は学期の始めとし、許可された学年又は学期に限るものとする。 
３　履修の手続を完了した者には、履修許可証を交付する。 
   （修得単位の条件） 
第８条　履修を許可された者が修得できる単位数は、10単位を超えない範囲とする。 
２　履修できる授業科目は、研究科委員会が定めるものとする。 
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   （試験及び単位修得の認定） 
第９条　履修した授業科目について、試験を受け、合格したときは、所定の単位を認定す 
　る。 
２　前項の試験に合格した者には、単位修得証明書及び学業成績証明書を交付する。 
３　試験及び単位については、学則第 6 条の 6 、第 6 条の 7 、第 6 条の 8 第 1 項及び第 6  
　条の 9 の規定を準用する。 
   （修得単位の取扱い） 
第10条　前条の規定により単位を修得した者が本大学院に進学した後は、既修得単位とし 
　て認定することができる。 
   （事務所管） 
第11条　この規程に関する事務は、大学院事務部大学院事務課の所管とする。 
   （規程の改廃） 
第12条　この規程の改廃は、研究科委員会の発議により、大学院委員会の議を経て、学長 
　がこれを行うものとする。 
 
　　附　則 
　この規程は、平成11年 4 月 1 日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成12年 4 月 1 日から施行する。
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専修大学大学院科目等履修生の取扱いに関する規程 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成11年 4 月 1 日 　　　　　　　　　　　　  （　　　　） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
   （趣旨） 
第１条　この規程は、専修大学大学院学則（以下「学則」という。）第 52 条の規定に基づ 
　き、専修大学大学院（以下「本大学院」という。）における科目等履修生の取扱いにつ 
　いて、必要な事項を定めるものとする。 
   （募集人員） 
第２条　科目等履修生の募集人員は若干名とする。 
   （授業科目） 
第３条　科目等履修生の履修を認める授業科目は、開設科目のうちから、研究科委員会 
　が定める。 
   （出願資格） 
第４条　本大学院の修士課程における授業科目の履修の出願資格は、大学を卒業した者 
　又はこれと同等以上の学力があると認められた者でなければならない。 
２　本大学院の博士後期課程における授業科目の履修の出願資格は、修士の学位を有す 
　る者又はこれと同等以上の学力があると認められた者でなければならない。 
   （入学の時期及び修学期間） 
第５条　科目等履修生の入学の時期は、学年又は学期の始めとし、その修学期間は、入 
　学を許可した学年又は学期に限るものとする。ただし、引き続き科目等履修生として 
　入学を希望する場合は、 1 年又は半期を限度として認めることができる。 
   （単位数） 
第６条　入学を許可した年度において、科目等履修生の履修を許可する授業科目の単位 
　数の上限は、12単位とする。 
   （出願手続） 
第７条　科目等履修生の出願手続は、指定の期日までに所定の出願書類に選考料を添え、 
　願い出るものとする。ただし、前年度に引き続き入学を希望する場合は、選考料を免 
　除することができる。 
２　前項の出願書類は、募集要項に定める。 
３　修学期間を終了した者が再び科目等履修生として入学を希望する場合は、改めて出 
　願手続を行うものとする。ただし、前年度に引き続き入学を希望する場合は、出願書 
　類の一部を省略することができる。 
   （選考） 
第８条　科目等履修生の選考は、書類審査及び面接により行うものとする。ただし、必 
　要に応じて筆記試験を課す場合もある。 
   （入学許可） 
第９条　科目等履修生の入学許可は、正規学生の教育研究に支障のない範囲において、 
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　研究科委員会の議を経て、学長がこれを行うものとする。 
   （入学手続及び履修料等） 
第 10 条　科目等履修生の入学手続は、登録料及び履修料を指定する期日までに納入し、 
　所定の手続書類を指定する期日までに提出することにより完了する。ただし、第 5 条た 
　だし書の規定により入学を許可した者の当該年度又は当該学期における登録料は、これ 
　を免除する。 
２　選考料、登録料及び履修料は、別表に定めるとおりとする。 
３　いったん納入した登録料及び履修料は、返還しない。 
   （科目等履修生証の交付） 
第11条　入学手続を完了した者には、科目等履修生証を交付する。 
   （所属研究科） 
第12条　科目等履修生の所属は、出願時に登録した研究科（専攻）とする。 
   （単位の授与） 
第13条　科目等履修生が履修した授業科目について、試験を受け、合格したときは、所 
　定の単位を与える。 
２　科目等履修生が、学則第18条の規定により入学した場合には、学則第 6 条の 4 に定 
　める単位として認定することができる。 
   （証明書の発行及び手数料） 
第14条　科目等履修生に対しては、願い出により、科目等履修生単位修得証明書を発行 
　する。 
２　証明書発行に関する手数料は、本大学院に在学中は正規学生の取扱いに準じ、その 
　者の修学期間終了後においては、本大学院の修了者の取扱いに準ずる。 
   （学則の規定の準用） 
第15条　科目等履修生には、この規程に定めるもののほか、学則の規定を準用する。 
   （事務所管） 
第16条　この規程に関する事務は、大学院事務部大学院事務課の所管とする。 
   （施行細則） 
第17条　この規程の施行に関し必要な事項は、別に細則をもって定める。 
   （規程の改廃） 
第18条　この規程の改廃は、研究科委員会の発議により、大学院委員会の議を経て、学 
　長がこれを行うものとする。 
 
　　附　則 
　この規程は、平成11年 4 月 1 日から施行する。
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　別　表（第10条関係）

　　備考　修学期間が前期又は後期いずれかの場合は、登録料を 2 分の 1 とする。

金　　　　　　額

選 考 料 　　　　　　　　　　  2 0 , 0 0 0 円

登 録 料 　　　　　　　　　　  7 0 , 0 0 0 円

履 修 料  1 単位につき　　　　　　　1 8 , 0 0 0 円
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専修大学大学院聴講生の取扱いに関する規程  
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成12年４月１日 　　　　　　　　　　　　  （　　　　） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
   （趣旨） 
第１条　この規程は、専修大学大学院学則第52条の規定に基づき専修大学大学院（以下 
　「大学院」という。）の聴講生の取扱いに関し必要な事項を定める。 
   （許可範囲） 
第２条　聴講生は、大学院の正規学生の教育に支障を来さない範囲内において、聴講生と 
　して許可するものとする。 
   （定義） 
第３条　聴講生は、大学院が設置する学科目の一部について、修学を許可された者をいう。 
   （資格） 
第４条　聴講生は、修士課程にあっては大学卒業又はこれと同等以上の学力があると認め 
　られた者、博士課程にあっては修士の学位を有する者又はこれと同等以上の学力がある 
　と認められた者とする。 
   （出願） 
第５条　聴講生を希望する者は、次に掲げる書類に選考料を添えて出願するものとする。 
　⑴　聴講生願書 
　⑵　出身大学（出身大学院）の卒業（修了）証明書及び成績証明書 
　⑶　健康診断書 
   （選考方法） 
第６条　聴講生の選考は、次に定める方法により行うものとする。 
　⑴　書類選考 
　⑵　筆記試験及び面接試験（いずれかの試験を省くことができる。） 
２　筆記試験及び面接試験は、聴講しようとする学科目ごとに行うものとする。 
３　選考については、聴講生を受け入れる研究科の研究科委員会（以下「委員会」という。） 
　が当たるものとする。 
   （許可） 
第７条　聴講生の許可は、委員会の議を経て、学長がこれを行うものとする。 
   （登録手続） 
第８条　聴講生の登録は、年度始めに限ってこれを許可するものとする。 
２　聴講生として許可された者は、登録料及び聴講料を指定された期日までに納入しなけ 
　ればならない。 
３　聴講生が当該年度を超えて引き続き同一学科目の聴講を許可されたときは、選考料及 
　び登録料は徴収しないものとする。 
４　登録手続を完了した者には、聴講生証を交付する。 
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　　備考　 実習料を伴う場合は、別途徴収することができる。

   （選考料、登録料及び聴講料） 
第９条　聴講生の選考料、登録料及び聴講料は、別表に定めるとおりとする。 
   （在籍期間） 
第10条　聴講生の在籍期間は、 1 年間を原則とし、 2 年間を限度とする。 
２　許可を受けてから 1 年を超えて引き続き同一学科目の聴講を希望するときは、改めて 
　許可を受けなければならない。 
   （聴講制限） 
第11条　聴講生が聴講することができる学科目は、１年を通じて12単位相当分以内とする。 
２　聴講は、聴講する年度に開講する学科目についてのみ許可するものとする。 
３　聴講する学科目は、複数の研究科（専攻）にわたってこれを聴講することはできない。 
４　聴講生が聴講した学科目については、単位認定は行わないものとする。 
   （証明書の交付） 
第12条　聴講生が聴講した学科目について証明書の交付を願い出た場合は、受講証明書 
　を交付する。 
   （登録取消） 
第13条　聴講生が専修大学の秩序を乱すと認められたとき、又は疾病その他の事由によ 
　り聴講の見込みがないと認められたときは登録を取り消すことがある。この場合におい 
　て、いったん納入した選考料、登録料及び聴講料は返還しない。 
   （準用） 
第14条　聴講生については、この規程に定めるもののほか、専修大学大学院学則の規定 
　を準用する。 
   （補則） 
第15条　この規程の改廃は、各研究科委員会の議を経て、学長がこれを行うものとする。 
　　附　則 
１　この規程は、平成12年 4 月 1 日から施行する。 
２　この規程の制定に伴い、専修大学大学院聴講生及び委託生の取扱いに関する規程（昭 
　和51年 4 月19日制定）は、廃止する。 
 
　別　表（第 9 条関係） 

金　　　　　　額

選 考 料 1 0 , 0 0 0 円

登 録 料 1 0 , 0 0 0 円

聴講料（ 4 単位相当分） 　　　　　　　  2 0 , 0 0 0 円 　（年額）
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専修大学大学院委託生の取扱いに関する規程  
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成12年４月１日 　　　　　　　　　　　　  （　　　　） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
   （趣旨） 
第１条　この規程は、専修大学大学院学則第52条の規定に基づき専修大学大学院（以下 
　「大学院」という。）の委託生（国内留学生を含む。以下同じ。）の取扱いに関し必要な 
　事項を定める。 
   （許可範囲） 
第２条　委託生は、大学院の正規学生の教育に支障を来さない範囲内において、委託生と 
　して許可するものとする。 
   （定義） 
第３条　委託生は、公共団体その他の機関等からの委託により、大学院が設置する学科目 
　の一部について、修学を許可された者をいう。 
   （資格） 
第４条　委託生は、修士課程にあっては大学卒業又はこれと同等以上の学力があると認め 
　られた者、博士課程にあっては修士の学位を有する者又はこれと同等以上の学力がある 
　と認められた者とする。 
   （出願） 
第５条　委託生を希望する者は、次に掲げる書類に選考料を添えて出願するものとする。 
　⑴　委託生願書 
　⑵　委託機関からの委託書 
　⑶　出身大学（出身大学院）の卒業（修了）証明書 
　⑷　健康診断書 
   （選考方法） 
第６条　委託生の選考は、次に定める方法により行うものとする。 
　⑴　書類選考 
　⑵　筆記試験及び面接試験（いずれかの試験を省くことができる。） 
２　筆記試験及び面接試験は、聴講しようとする学科目ごとに行うものとする。 
３　選考については、委託生を受け入れる研究科の研究科委員会（以下「委員会」という。） 
　が当たるものとする。 
   （許可） 
第７条　委託生の許可は、委員会の議を経て、学長がこれを行うものとする。 
   （登録手続） 
第８条　委託生の登録は、年度始めに限ってこれを許可するものとする。ただし、事情に 
　より年度の途中においても登録を許可することがある。 
２　委託生として許可された者は、登録料及び聴講料を指定された期日までに納入しなけ 
　ればならない。 
３　委託生が当該年度を超えて引き続き同一学科目の聴講を許可されたときは、選考料及 
　び登録料は徴収しないものとする。 
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４　登録手続を完了した者には、委託生証を交付する。 
   （選考料、登録料及び聴講料） 
第９条　委託生の選考料、登録料及び聴講料は、別表に定めるとおりとする。 
   （在籍期間） 
第10条　委託生の在籍期間は、 1 年間を原則とし、 2 年間を限度とする。 
２　許可を受けてから 1 年を超えて引き続き同一学科目の聴講を希望するときは、改めて 
　許可を受けなければならない。 
   （聴講制限） 
第11条　委託生が聴講することができる学科目は、１年を通じて12単位相当分以内とする。 
２　聴講は、聴講する年度に開講する学科目についてのみ許可するものとする。 
３　聴講する学科目は、複数の研究科（専攻）にわたってこれを聴講することはできない。 
４　委託生が聴講した学科目については、単位認定は行わないものとする。 
   （証明書の交付） 
第12条　委託生が聴講した学科目について証明書の交付を願い出た場合は、受講証明書 
　を交付する。 
   （登録取消） 
第13条　委託生が専修大学の秩序を乱すと認められたとき、又は疾病その他の事由によ 
　り聴講の見込みがないと認められたときは登録を取り消すことがある。この場合におい 
　て、いったん納入した選考料、登録料及び聴講料は返還しない。 
   （準用） 
第14条　委託生については、この規程に定めるもののほか、専修大学大学院学則の規定 
　を準用する。 
   （補則） 
第15条　この規程の改廃は、各研究科委員会の議を経て、学長がこれを行うものとする。 
　　附　則 
１　この規程は、平成12年 4 月 1 日から施行する。 
２　この規程の制定に伴い、専修大学大学院聴講生及び委託生の取扱いに関する規程（昭 
　和51年 4 月19日制定）は、廃止する。 
 
　別　表（第 9 条関係） 

　　備考　⑴  聴講料は、 3・4・8・9 の 4 ヵ月については徴収しない。 
　　　　　⑵  国内留学生については、選考料は徴収しない。 
　　　　　⑶  実習料を伴う場合は、別途徴収することができる。

金　　　　　　額

選 考 料 5 , 0 0 0 円

登 録 料 5 , 0 0 0 円

聴講料（ 4 単位相当分） 　　　　　　　   2 , 5 0 0 円 　（月額）
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専修大学大学院研究生の取扱いに関する規程 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２年４月１日 　　　　　　　　　　　　  （　　　   ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定　 
 
   （趣旨） 
第１条　この規程は、専修大学大学院学則（以下「学則」という。）第 52 条に基づき、専修 
　大学大学院（以下「本大学院」という。）における研究生の取扱いについて、必要な事項 
　を定める。 
   （出願資格） 
第２条　研究生を希望する者は、次の各号の一に該当する資格を有する者とする。 
　⑴　学則第18条に定める資格を有する者 
　⑵　研究科委員会において、前号に該当する者と同等以上の資格があると認めた者 
   （出願） 
第３条　研究生を希望する者は、次に掲げる書類に、別表に定める選考料を添えて出願す 
　るものとする。ただし、前年度に引き続き入学を希望する場合は、登録料及び選考料を 
　免除することができる。 
　⑴　研究生願書（本大学院所定の用紙） 
　⑵　研究計画書 
　⑶　履歴書及び業績書 
　⑷　最終出身学校の卒業証明書及び成績証明書 
　⑸　大学院在籍期間証明書及び単位修得証明書 
　⑹　日本語能力認定書（外国人留学生のみ） 
　⑺　外国人登録済証明書又はパスポ－トの写し（外国人留学生のみ） 
２　前項第 2 号の研究計画書には、研究課題についての研究経過及び入学後の研究計画を 
　記載しなければならない。 
   （選考） 
第４条　研究生の選考は、前条第 1 項各号に定める書類及び面接の結果に基づき研究科委 
　員会が行う。 
２　前項の面接は、研究生が希望する指導教授及び研究課題に関連する教員により行う。 
   （入学許可） 
第５条　研究生の入学許可は、正規学生の教育研究に支障のない範囲において、研究科委 
　員会の議を経て、学長がこれを行うものとする。 
   （登録手続） 
第６条　研究生の登録の時期は、学年又は学期の始めとする。 
２　研究生として許可された者は、別表に定める登録料及び研究指導料を指定された期日 
　までに納入しなければならない。 
３　登録手続を完了した者には、研究生証を交付する。 
   （研究指導期間） 
第７条　研究指導期間は、入学を許可した学年又は学期に限るものとする。ただし、引き 
　続き研究生として入学を希望する場合は、１年又は半期を限度として認めることができ 
　る。 
   （科目の履修） 
第８条　指導教授が必要と認めた場合は、研究科委員会の議を経て研究生に本大学院の授 
　業科目の一部を受講させることができる。 
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   （研究報告書） 
第９条　研究生は、研究指導期間が終了するまでに研究報告書を指導教授に提出しなけれ 
　ばならない。 
   （指導所見） 
第10条　指導教授は、研究指導期間の終了時に、研究生に対する指導所見を研究科委員会 
　に報告するものとする。 
   （証明書） 
第11条　研究科委員会は、研究生の申請により在学期間証明書を交付する。 
   （登録取消） 
第12条　疾病その他の事由により、研究継続の見込みがないと認められた者に対しては、 
　研究科委員会の議を経て登録を取り消すことがある。ただし、いったん納入された登録 
　料は返還しない。 
   （学則の規定の準用） 
第13条　研究生には、この規程に定めるもののほか、学則の規定を準用する。 
   （事務所管） 
第14条　この規程に関する事務は、大学院事務部大学院事務課の所管とする。 
   （規程の改廃） 
第15条　この規程の改廃は、研究科委員会の発議により、大学院委員会の議を経て、学長 
　がこれを行うものとする。 
 
　　附　則 
　この規程は、平成２年４月１日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成11年４月１日から施行する。 
　　附　則 
　この規程は、平成13年４月１日から施行する。 
 
　別　表（第 3 条、第 6 条関係） 

　備考　1 ）研究指導期間が前期又は後期いずれかの場合は、登録料及び研究指導料を 2  
　　　　   　分の 1 とする。 
　　　　2 ）本大学の大学を卒業した者、大学院修士課程を修了した者及び博士後期課程 
　　　　   　の所定単位を修得した者は、登録料を免除する。 
　　　　3 ）本大学院博士後期課程において、所定単位を修得した者の研究指導料は、 
　　　　   　30,000円とする。

金　　　　　　額

選 考 料 2 0 , 0 0 0 円

登 録 料 7 0 , 0 0 0 円

研 究 指 導 料 7 2 , 0 0 0 円
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専修大学大学院任期制助手に関する規程 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成15年４月１日 　　　　　　　　　　　　  （　　　   ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定　 
 
   （趣旨） 
第１条　この規程は、専修大学大学院（以下「本大学院」という。）における任期制助手 
　（期間を定めて任用する助手をいう。以下「助手」という。）の任用等について必要な 
　事項を定めるものとする。 
   （任用） 
第２条　助手の任用は、その者を第 7 条の職務に従事させることにより研究者としての資 
　質の向上を推進し、もって専修大学の博士学位を取得させるために行うものとする。 
   （有資格者） 
第３条　助手の資格を有する者は、本大学院の博士後期課程に在学している者で、 3 年次 
　以上 5 年次以内のものとする。 
   （任用委員会の設置） 
第４条　次に掲げる事項を審議する機関として、学長の下に、専修大学大学院任期制助手 
　任用委員会（以下「任用委員会」という。）を設置する。 
　⑴　任用候補者の選考基準（各研究科委員会が助手の資格を有する者のうちから任用候 
　　補者を選考し、その推薦順位を決定するための基準をいう。） 
　⑵　任用候補者の優先順位（各研究科委員会の任用候補者の推薦順位を基にして決定す 
　　る本大学院全体における任用候補者の優先順位をいう。） 
　⑶　前 2 号に掲げるもののほか、任用委員会が必要があると認める事項 
   （任用手続） 
第５条　助手の任用は、学長が推薦する任用候補者のうちから、学校法人専修大学（以下 
　「本法人」という。）の理事長（以下「理事長」という。）がこれを行う。 
２　学長は、前項に規定する任用候補者の推薦に当たっては、任用委員会の優先順位に基 
　づく任用候補者について大学院委員会の議を経てこれを決定するものとする。 
３　助手の任用人数は 10 名を上限とし、その決定に当たっては、学長は、事前に本法人 
　の理事長と協議するものとする。 
   （任期） 
第６条　助手の任用期間は、 1 年とする。 
２　前項の任用期間は、任用委員会がやむを得ない事由があると認めた場合には、これを 
　更新することができるものとする。ただし、通算して 2 年を超えることはできない。 
   （職務） 
第７条　助手の職務は、研究科委員会の定める指導教授の下で専攻科目の研究等を効果的 
　に推進する業務とする。 
２　研究科長は、学部長及び指導教授と協議の上、助手にその専攻科目に関して、教育上 
　の補助（大学院及び学部の授業科目の講義、演習及び実習の補助をいう。）及び研究上 
　の補助をさせることができる。 
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   （研究の成果の報告及び学位請求論文の提出の義務） 
第８条　助手は、任用期間中 1 回以上、当該研究の成果を指導教授を通じて研究科長に報 
　告しなければならない。 
２　助手は、その任用期間内に学位請求論文（課程博士）の提出を行わなければならない。 
   （兼職の禁止） 
第９条　助手は、常勤の職に就くことはできない。ただし、学長に願い出て、認められた 
　場合はこの限りでない。 
   （契約） 
第10条　助手の契約は、当該助手と本法人との間で、別に定める所定の様式により行うも 
　のとする。 
   （給与その他の待遇） 
第11条　助手の給与その他の待遇については、別に定める。 
   （補則） 
第12条　この規程に定めがあるもののほか、助手の選考方法、指導方針その他必要な事項 
　については、大学院委員会が定める。 
   （規程の改廃） 
第13条　この規程の改廃は、大学院委員会において審議し、理事会の議を経て、理事長が 
　これを行う。 
 
　　　附　則 
　この規程は、平成15年 4 月 1 日から施行する。 
　　　附　則 
　この規程は、平成15年 8 月 7 日から施行し、平成15年 6 月20日から適用する。 
　　　附　則 
　この規程は、平成16年12月14日から施行し、平成16年10月 1 日から適用する。 
　　　附　則 
　この規程は、平成18年12月25日から施行し、平成18年11月 1 日から適用する。 
　　　附　則 
　この規程は、平成 20 年 1 月 8 日から施行し、改正後の第 4 条及び第 5 条の規定は、 
　平成20年度以後において任用する助手の任用から適用する。 
　　　附　則 
　この規程は、平成 25 年 1 月 7 日から施行する。
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専修大学課程博士論文刊行助成取扱要領 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和57年 4 月 1 日 　　　　　　　　　　　　  （　　　   ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　　　　　　定 
 
   （目的） 
第１条　この制定は、専修大学大学院博士後期課程を修了し、課程博士の学位を授与され 
　た者で、当該論文を公表刊行するものに対し、助成を行うことを目的とする。 
   （申請手続） 
第２条　刊行助成の申請手続は、助成願書に刊行計画書（別記様式）を添付して、学位を 
　授与された日から 3 箇月を超えない範囲内において学長が指定した日までに、学長に申 
　請するものとする。 
   （刊行助成費及び刊行部数） 
第３条　刊行助成費は、刊行するに必要な直接出版費の 3 分の 2 以内とし、100万円を限 
　度とする。 
２　直接出版費は、組版代、製版代、印刷代、用紙代及び製本代とし、編集、校正料等の 
　付帯経費は含まない。 
３　刊行部数は、500 部を限度とする。 
   （決定） 
第４条　刊行助成の決定は、大学院委員会の議を経て、学長が行う。 
   （刊行） 
第５条　刊行は、課程博士の学位を授与された翌年度までに完了するものとする。 
２　刊行は、原則として専修大学出版局に委託する。 
３　刊行図書には、この制度による刊行図書であることを明記しなければならない。 
   （刊行助成費の支払） 
第６条　刊行助成費の支払は、大学が直接出版業者に対して行う。 
   （事務所管） 
第７条　この刊行助成に関する事務は、大学院事務課の所管とする。 
   （改廃） 
第８条　この取扱要領の改廃は、大学院委員会の意見を徴し、学長が行う。 
 
　　　附　則 
　この要領は、昭和57年 4 月 1 日から施行する。 
　　　附　則 
　この要領は、平成12年 4 月 1 日から施行する。 
　　　附　則 
　この要領は、平成13年 7 月 6 日から施行し、平成13年 4 月 1 日から適用する。 
　　　附　則 
　この要領は、平成20年 2 月23日から施行する。 
 
様式　略
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　　  専修大学大学院事務課（生田校舎） 
　　　　〒214－8580  神奈川県川崎市多摩区東三田２－１－１ 
　　　　　　　　　  電  話  044－911－1271 
　　　　　　　　　  FAX  044－911－1299 
 
　　  専修大学大学院事務課（神田校舎） 
　　　　〒101－8425  東京都千代田区神田神保町３－８ 
　　　　　　　　　  電  話  03－3265－6568 
　　　　　　　　　  FAX  03－3265－6375

専修大学ホ－ムペ－ジ　https://www.senshu-u.ac.jp/






